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Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表（案） 

法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

昭和 54 年 10 月 特別認可法人医薬品副作用被害救済基金設立 

昭和 62 年 10 月 医薬品副作用被害救済・研究振興基金に改組し、研究振興業務を開始 

平成 06 年 04 月 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構（医薬品機構）に改組し、調査指導業務を開始 

平成 07 年 06 月 厚生省から医療機器の同一性調査を財団法人医療機器センター（機器センター）へ業務移管 

平成 09 年 04 月 治験指導業務及び適合性調査業務を開始 
沿 革 

平成 09 年 07 月 国立医薬品食品衛生研究所に医薬品医療機器審査センターが設置し、承認審査業務を開始 

平成 16 年 04 月 特殊法人等整理合理化計画に基づき、旧医薬品機構を廃止し、旧医薬品医療機器審査センター、旧 

医薬品機構の業務と機器センターに分散していた業務を統合し、独立行政法人医薬品医療機器総合 

機構（ＰＭＤＡ）を設立 

平成 17 年 04 月 研究開発振興業務を独立行政法人医薬基盤研究所に移管 

中期目標期間 第 1期：平成 16 年４月～20 年度（19 年度見直し） 第 2期：平成 21 年度～25年度 

役員数及び職員数 役員数（うち、監事の人数） 職員の実員数 

（平成25年１月１日現在） 法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 常勤職員 非常勤職員 

※括弧書きで監事の数を記載。 
6 人（2人） 5 人（1人） 1 人（1人） 676 人 364 人 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成26年度(要求)

国からの財 一般会計 1,267 1,327 1,672 1,795 1,775 

政支出額の 特別会計 － － － － － 

推移 計 1,267 1,327 1,672 1,795 1,775 

うち運営費交付金 570 443 353 344 329 
（単位：百万円） 

うち施設整備費等補助金 0 0 0 0 0 

うちその他の補助金等 697 884 1,320 1,451 1,446 

 うち政府出資金 

支出予算額の推移 （単位：百万円） 30,891 31,754 30,250 31,429 36,873 

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 9,061 14,166 19,557 26,521 

（単位：百万円） 発生要因 拠出金収入及び手数料収入が増加したこと、救済給付金の支出が減少したこと及び一般競争入札の促進並びに冗費の見

直し等により経費を節約したこと等により、利益剰余金が発生。 

見直し内容 
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運営費交付金債務残高 （単位：百万円） 159 47 38 83 

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） 2,453 △ 3,173 940 △ 3,007 (見込み) 13,857 (見込み) 13,857 

見直しに伴う行政サービス実施コ なし 

ストの改善内容及び改善見込み額 

中期目標の達成状況 ・「各種経費節減」の項目については、平成 22～24 年度の業務実績評価は「Ｓ」評価であり、第 2期中期目標期間の暫定

（業務運営の効率化に関する事項 評価も「Ｓ」評価であった。 

等）(平成 24 年度実績) ・一般管理費については、中期目標期間中に 15％の削減を達成すべきところ、毎年度所要の削減を見込んだ予算を作成

し、平成 24 年度予算額（年３％削減を見込んで設定）比 8.6％の節減を達成した。 

・事業費については、中期目標期間中に５％の削減を達成すべきところ、毎年度所要の削減を見込んだ予算を作成し、平

成 24年度予算額（年１％削減を見込んで設定）比 10.2％の節減を達成した。 

・人件費については、中期目標期間中に５％以上の削減を達成すべきところ、新しい給与制度の導入等により、平成 24

年度においては約 13％の削減（対平成 17 年度一人当たり人件費）を達成した。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 健康被害救済業務 

事務及び事業の概要 

（主務省の政策体系における当該事務及び事業

の位置付けを図式化した資料を添付） 

審査及び安全対策の適正な遂行に資する、セイフティ・トライアングルの一角を担う我が国独自の制度であり、

これを一層推進していくため、医薬品副作用被害救済制度及び生物由来製品感染等被害救済制度についてより多

くの方々に周知し、適切に運用するとともに、医薬品による副作用及び生物由来製品を介した感染等による健康

被害を受けられた方々に対し、適正かつ迅速な救済を行っていくもの。 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 17,976 15,499 15,551 18,097 

国からの財政支出額 382 409 404 373 

事務及び事業に係る職員数 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 

常勤 34 人 34 人 33 人 33 人 ‐ 

非常勤 17 人 17 人 18 人 21 人 ‐ 

 必要なときに確実に救済制度の利用に結びつけられる仕組みづくりを目指すため、ホームページや新聞広報等

の媒体を活用して一般国民に救済制度の周知を図るほか、医療関係者自身が「救済制度の利用への橋渡し役」と

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

なっていただけるよう、関係者に働きかけを行う。 

 また、請求事案の迅速な処理のため、原因薬や健康被害に関する情報のデータベースへの蓄積や健康被害救済

業務システムの活用により、請求事案を迅速かつ適切に処理する。 

 健康被害救済制度は、セイフティ・トライアングルの一角を担う我が国独自の制度であり、国民が健康被害を

上記措置を講ずる理由
受けた「イザというとき」に医師や薬剤師に相談することで確実に制度の利用に結びつけるとともに、引き続き、

迅速な請求事案の処理など適切な運用を行う。 

なし 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
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法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 審査関連業務 

事務及び事業の概要 国民が、国際的水準にある医薬品・医療機器を安心して用いることができるよう、よりよい医薬品・医療機器

（主務省の政策体系における当該事務及び事業 をより早く安全に医療現場に届けるとともに、相談・審査の体制を強化するもの。 

の位置付けを図式化した資料を添付） 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 10,405 10,785 11,477 12,834 

国からの財政支出額 1,500 1,345 393 419 

事務及び事業に係る職員数 常勤 395 人 421 人 436 人 460 人 ‐ 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 188 人 214 人 240 人 243 人 ‐ 

 「日本再興戦略」等で示された、2020 年までの医薬品・医療機器の審査ラグ「0」実現に向け、再生医療製品、

医療機器を含め革新的な製品の開発・評価方法を確立し、迅速かつ適正な行う等施策の充実を行う。また薬事戦

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

略相談などの相談業務の拡充、さらには本年 10月に設置が予定されている PMDA 関西支部の対応を行う。 

 また、再生医療の実用化支援に関連する体制強化や京大 iPS 細胞研究所（CiRA）との連携強化、難病・希少疾

病等への対応としての取り組みの推進、審査・相談の質の高度化に向けた強化、さらなる国際化への対応を促進

する。 

 日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）や健康・医療戦略（平成２５年６月１４日内閣官房長官・厚

上記措置を講ずる理由
生労働大臣・総務大臣等申合せ）、薬事法の改正等を踏まえ、医薬品・医療機器の審査を迅速化し、審査ラグを

解消するとともに、審査の質を高めるため、必要な体制強化を図る。 

なし 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
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法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 安全対策業務 

事務及び事業の概要 医薬品・医療機器が適正に使用されることを確保し、保健衛生上の危害発生の防止、発生時の的確・迅速な対

（主務省の政策体系における当該事務及び事業 応を行い、医薬品・医療機器がその使命をより長期にわたって果たすことができるよう、市販後安全対策の体制

の位置付けを図式化した資料を添付） を強化するもの。 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 3,373 3,966 4,402 5,341 

国からの財政支出額 725 1,037 1,092 1,114 

事務及び事業に係る職員数 常勤 114 人 127 人 136 人 140 人 ‐ 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 77 人 76 人 81 人 81 人 ‐ 

 新たに導入された医薬品リスク管理計画（RMP）に基づく相談・監督体制の強化・充実や、市販後情報収集体制

の強化、医療情報データベース基盤整備事業の拡充による安全対策の高度化に向けた取り組みを実施する。 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

 日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）や健康・医療戦略（平成２５年６月１４日内閣官房長官・厚

上記措置を講ずる理由
生労働大臣・総務大臣等申合せ）、薬事法の改正等を踏まえ、医薬品・医療機器の安全対策を充実するため、必

要な体制強化を図る。 

なし 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
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Ⅲ．組織の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 法人形態の見直し 支部・事業所等の見直し 組織体制の整備 非公務員化 

政府における独立行政 平成 25 年 10 月より「PMDA 専門性の高い優秀な人材

法人のあり方に関する今 関西支部」を設置し、薬事戦 を確保する観点から、雇用

後の検討状況を踏まえ、 略相談を開始予定。（GMP 実 条件の見直し等魅力ある職

迅速かつ質の高い審査・ 地調査については平成 26 年 場づくりに向けた必要な措

組織の見直しに係る具体的措置 安全対策等業務を行える 4 月から開始予定。）また、 置について関係者と調整す

（又は見直しの方向性） 法人のあり方を検討す 先端的な医療拠点、医薬品・ る。 

る。 医療機器企業の集積のある

関西地区に設置することに

より、創薬研究機能をもつ関

係機関で構成する「創薬支援

ネットワーク」との連携を進

める。 

平成25年度予算編成の基本方針（平成 日本再興戦略（平成２５年 医薬品・医療機器の審査ラグ「0」

25年1月24日閣議決定）において、「特別 ６月１４日閣議決定）や健 の実現を目指すとともに、審査の質

会計及び独立行政法人の見直しについて
康・医療戦略（平成２５年６ の向上等を図るなど、日本再興戦略

月１４日内閣官房長官・厚生 や健康・医療戦略等において求めら
は、「特別会計改革の基本方針」（平成２

労働大臣・総務大臣等申合 れた役割を適切に果たすのに必要

４年１月２４日閣議決定）及び「独立行 せ）の中で、PMDA-WEST 構想 な体制強化を図る。 

政法人の制度及び組織の見直しの基本方 への対応として、先行して関

上記措置を講ずる理由 針」（平成２４年１月２０日閣議決定）は、 西地区でも薬事戦略相談を

それ以前より決定していた事項を当面凍
実施する体制を本年秋まで

に整備し、その後速やかに製
結し、平成２５年度予算は、現行の制度・

造所の製造管理・品質管理に
組織等を前提に編成するものとする。特 係る実地調査を実施する体

別会計及び独立行政法人の見直しについ 制を整備することとなって

ては、引き続き検討し、改革に取り組む。」 いる。 

となった。 
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Ⅳ．運営の効率化及び自律化の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 業務運営体制の整備 随意契約の見直し 給与水準の適正化 保有資産の見直し 
国からの現役出向を順次削減し、 一般競争入札を促進する 国家公務員の給与水準を

プロパー職員の幹部登用を進めて
おり、平成 25 年 7 月 1 日現在の課 とともに、増員に伴うパソ 勘案しつつ、優秀な人材を
長級以上の職員に占めるプロパー コン等の賃貸借や什器の調 確保する上での競争力を考
職員の割合は 53％となり、目標であ
る 50％以上を達成した。（課長級以 達に加え、コピー用紙を始 慮して、適正かつ効率的な
上の職員のうち、国からの現役出向 めとした消耗品等の購入に 職員の給与水準等について
者は平成 22 年 4 月現在 95 人中 61
人（64％）から平成 25 年 7 月現在 ついても競争入札を進め、 検討する。 

運営の効率化及び自律化 120 人中 56 人（47％）に減少） 調達コストの削減を行う。 
の見直しに係る具体的措置 

 また、平成 23 年 3 月に策定した
「PMDA キャリア・パス」の基本方針

（又は見直しの方向性） に沿った人事異動及びキャリアア

ップを図っている。 
 業務上の課題の解決に向けて、各
部・各課単位で毎年度の目標を明記

した業務計画を作成し、目標管理に
よる業務運営を行うとともに、幹部
会（毎週開催）、財務管理委員会（毎

月開催）、審査等業務進行委員会（3
ヶ月毎開催）等において、その進ち
ょく状況を把握し、新たな課題が明

らかになればその解決に向けた検
討を行うなど、PDCA サイクルによる
業務改善に努めている。

厚生労働省からの出向者の削減 「随意契約等見直し計 PMDA が必要とする技術系職員は、

等によるガバナンスの確保に努め 画」（平成 22 年）に基づき、 高度かつ専門的な知識・経験を持つ

るとともに、業務上の課題の解決に 一般競争入札を促進する。 高学歴者、関連業務の経験者などの

向けた取組に当たっては、最小限の 優秀な人材であり、その確保に当た

人員増加、適切な人員配置を行った っては給与水準の高い製薬企業等

上記措置を講ずる理由 上で、成果について検証するなど と競合関係にあることから、技術系

PDCA サイクルによる適切な業務改 職員の給与水準向上について検討

善を行う。 を進める必要がある。 
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法人名 独立行政法人医薬品医療機器総合機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 自己収入の増大 官民競争入札等の導入 

PMDA の収入総額に占め 共用ＬＡＮシステム等に

る自己収入の割合は 9割を 係る運用支援業務につい

超えており、引き続き、安 て、民間競争入札を実施す

定的な手数料等の確保に努 る。その内容は、原則とし
運営の効率化及び自律化 

の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

める。 て次のとおりとする。 

【入札等の実施予定時期】 

平成 25 年 10 月を目途に入

札公告し、平成 26 年 4 月か

ら落札者による事業を実施 

【契約期間】 

平成 26 年 4 月から平成 29

年 3 月までの 3年間 

健康・医療戦略において、 公共サービス改革基本方

「PMDA の医薬品・医療機器 針（平成25年6月閣議決定）

の審査業務は、広く国民の により、国又は地方公共団

生命・安全に関わるもので 体が行っている公共サービ

あることから、事業者から スについて、競争を導入す

の手数料及び拠出金が ることにより、当該公共サ

上記措置を講ずる理由 PMDA の財政基盤の大宗を ービスの実施主体の切磋琢

占めている状況を踏まえ、 磨、創意工夫を促すととも

PMDA の役割にふさわしい に、事務又は事業の内容及

財政基盤について、検討を び性質に応じた必要な措置

行い、必要な措置を講ず を講ずることが重要であ

る。」とされている。 る。 
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厚生労働省政策体系における位置づけ 
基本目標 施策大目標 施策目標 

安心・信頼してか 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を
地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること 

かれる医療の確 整備すること 
保と国民の健康づ 今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること 
くりを推進すること 必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること 

医療従事者の資質の向上を図ること 

利用者の視点に立った、効率的で安心かつ質の高い医療サービスの提 医療情報化の体制整備の普及を推進すること 
供を促進すること 医療安全確保対策の推進を図ること 
国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を推進すること 政策医療を向上・均てん化させること 

感染症の発生・まん延の防止を図ること 
治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させる

感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必 こと 
要な医療等を確保すること 

適正な移植医療を推進すること 
原子爆弾被爆者等を援護すること 
有効性・安全性の高い新医薬品・医療機器を迅速に提供できるようにす
ること 

品質・有効性・安全性の高い医薬品・医療機器を国民が適切に利用でき
医薬品等の品質確保の徹底を図るとともに、医薬品等の安全対策等を

るようにすること 
推進すること 
医薬品の適正使用を推進すること 
健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、使用適正化を推進

安全な血液製剤を安定的に供給すること 
し、安全性の向上を図ること 

新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等の振興を 新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等の振興を
図ること 図ること 

適正かつ安定的な医療保険制度を構築すること 
全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構

生活習慣病対策や長期入院の是正等により中長期的な医療費の適正築すること 
化を図ること 
地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる地域保
健体制の確保を図ること 
生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、がんによる
死亡者の減少を図ること 妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職

場などの様々な場所で、国民的な健康づくりを推進すること 安全・安心な職場づくりを推進すること 
母子保健衛生対策の充実を図ること 
高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び
社会参加を推進すること 
健康危機が発生した際に迅速かつ適切に対応するための体制を整備す

健康危機管理を推進すること 
ること 

※ 総務省政策評価ポータルサイト 厚生労働省政策体系一覧より作成 

・・・ＰＭＤＡ関係部分 

012972
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Ⅴ 前回の「勧告の方向性」における主な指摘事項の措置状況（平成 25 年８月現在） 

 

 

厚生労働省所管（３法人） 

整理 

番号 
法人名 （注１） 「勧告の方向性」における主な指摘事項 措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置） （注２） 

３ 医薬品医療機器 平成 23年度までのﾄﾞﾗｯｸﾞ･ﾗｸﾞの解消に向けて、申請が集中する部門への職 

総合機構（19） 員の重点的な配属等により業務の重点化を図った。 

 また、運営評議会等の場を活用し、医薬品審査期間短縮の進捗状況、治験相 

 新医薬品審査については、ドラッグ・ラグ2.5年を平成23年 談の実施状況等を定期的に報告し、ﾗｸﾞ解消のための更なる改善策について議 

度に解消するとの目標に向け、アクション・プランの作成し 論し、今年度の業務運営に活かすとともに、次期中期計画策定にも反映させて 

その進捗状況を評価・検証するとともに、必要な見直しを ② 
いく予定である。また、医薬品業界と定期意見交換会やﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを開催し、 

ﾗｸﾞ解消のため必要な改善策について意見交換を行うとともに、総審査期間の 

実施。また、アクション・プランについては、目標年度終了
うち申請者側期間を短縮するため、承認申請前の段階での治験相談等の実施 

後にその成果を検証 や、国内における外資系企業の十分なリソース確保について要請した。 

 これらの取組みにより、ﾄﾞﾗｯｸﾞ･ﾗｸﾞ解消のため設定した新医薬品（通常品目） 

の審査期間について、平成 24年度の目標 12ヶ月に対して実績 10.3ヶ月と目 

標を達成した。 

平成 25年度までのﾃﾞﾊﾞｲｽ･ﾗｸﾞの解消に向けて、申請が集中する部門への職 

員の重点的な配属等により業務の重点化を図った。特にﾃﾞﾊﾞｲｽ･ﾗｸﾞ解消のた

め、改良医療機器のうち審査が長期化している品目の処理を精力的に進め、審

 新医療機器審査については、デバイス・ラグの現状把握、 査中の品目数を着実に減らした。また、「医療機器の審査迅速化ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」

原因分析を行い、その結果を踏まえてマネジメントの強 ② 
の進捗状況、産業競争力会議、規制改革会議、健康・医療戦略室での検討状況

や厚生労働省における薬事制度の見直しの状況を踏まえ、審査の迅速化・質の

化、業務の効率化等を実施し審査を迅速化 
向上に係る年度別の達成目標及び工程表を平成 24年度に策定し、PMDAの平成

25 年度事業計画にも反映させた。その中には、審査に長期を要した問題事例

の分析等を取りまとめ、審査チームにフィードバックするとともに、業界説明

会等を通じて申請者に対しても注意を促す取組みや、科学委員会・審査等改革
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本部による審査・相談から市販後安全対策までを見据えた業務の質の向上のた

めの取組みなどを盛り込んでいる。 

 また、運営評議会等の場を活用し、医療機器の審査期間短縮の進捗状況、治 

験相談の実施状況等を定期的に報告し、ﾗｸﾞ解消のための更なる改善策につい 

て議論し、今年度の業務運営に活かすとともに、次期中期計画策定にも反映さ 

せていく予定である。また、医療機器業界と定期意見交換会やﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 

を開催し、ﾗｸﾞ解消のため必要な改善策について意見交換を行うとともに、総 

審査期間のうち申請者側期間を短縮するため、承認申請前の段階での治験相談 

等の実施や、国内における外資系企業の十分なリソース確保について要請し 

た。 

 これらの取組みにより、ﾃﾞﾊﾞｲｽ・ﾗｸﾞ解消のため設定した新医療機器（通常 

品目）の審査期間について、平成 24年度の目標 17ヶ月に対して実績 12.7ヶ 

月と目標を達成した。 

 安全対策業務については、一層効率的かつ着実に実施

するとともに、各事業の成果をより的確に把握できる指標

を設定 

② 

①安全対策の充実・強化 

 平成 24年 3月から試行的に開始した患者からの副作用報告につい 

ては、副作用チームの担当者がすべて確認して、緊急な対応の要否等 

について判断している。また、医療機関への詳細調査の実施に向けて 

手順等の整備を推進した。 

 また、副作用の評価の高度化・専門化に対応できるよう 12チーム 

体制に拡充したのに加え、部内横断的に各チーム職員を指名し、発が 

ん等の副作用事例に対応した。 

②安全対策の高度化 

 「MIHARIプロジェクト」において、「電子診療情報等の安全対策 

への活用に関する検討会」の助言を得ながら、レセプトデータや病院 

情報システムデータを用いた試行調査を実施。 

 全国の大学病院等 10拠点（協力医療機関）にデータベースを構築 

し、将来的に 1,000万人規模の医療情報データベースの連携体制を整 

備し安全対策に活用することを目指し、引き続き必要なシステム整備 

を進めた。 

③安全性情報の提供 

11



 医薬品医療機器情報提供ホームページ（PMDAメディナビ）について、 

登録を平成 23年度までに 6万件程度、平成 25年度までに 15万件程 

度を目指すとしているところ、平成 25年 7月 31日現在で、94,778 

件の登録となっており、目標達成に向けて着実に伸長している。 

 副作用・不具合等報告の公表について、最初の報告を受け付けてか 

ら公表までの期間 4ヶ月を維持した。また、医療用医薬品・医療機器 

添付文書情報及び添付文書改訂指示通知等のホームページへの迅速 

な掲載行い、添付文書改訂指示通知等の発出からいずれも 2日以内に 

ホームページに掲載した。 

 機構の事務所については、利用者の利便確保、今後の

人員増等を踏まえ、より効果的・効率的な業務運営を確

保する観点から、他の場所への移転を含めて検討 

② 
機構の事務所については、第２期中期計画期間中は移 

転を行わないこととしたが、将来的な事務所移転の可能

性も踏まえ、近隣不動産の情報収集を継続した。 

（注１）「法人名」欄における括弧書きの数字は、見直し実施年度を示す。 

（注２）措置状況には、具体的措置内容や措置時期を記載する。未措置の場合には、その理由を記載する。 
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Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表（案） 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

昭和３２年７月 労働福祉事業団 設立  
沿 革 

平成１６年４月 独立行政法人労働者健康福祉機構 発足 

中期目標期間 平成 21 年 4 月～平成 26年 3 月 

役員数及び職員数 役員数（うち、監事の人数） 職員の実員数 

（平成25年１月１日現在） 法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 常勤職員 非常勤職員 

※括弧書きで監事の数を記載。 
7 人（2人） 6 人（1人） 1 人（1人） 15,609 人 3,617 人 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成26年度(要求)

国からの財 一般会計 － － － － － － 

政支出額の 特別会計 32,418 31,019 30,979 33,741 28,556 29,516 

推移 計 32,418 31,019 30,979 33,741 28,556 29,516 

うち運営費交付金 10,694 9,477 9,049 8,230 7,144 7,111 
（単位：百万円） 

うち施設整備費等補助金 2,747 1,187 2,457 2,662 2,661 2,640 

うちその他の補助金等 18,977 20,355 19,473 22,849 18,751 19,765 

 うち政府出資金 － － － － － － 

支出予算額の推移 （単位：百万円） 307,828 315,828 322,447 336,627 329,658 － 

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 ▲38,400 ▲37,100 ▲38,300 ▲38,000 

（単位：百万円） 発生要因 ① 独立行政法人移行に伴う資産の再減価償却 △約 140 億円

② 廃止労災病院の累積損失額 △約 71億円 

③ サブプライムローン等の影響による厚生年金資産の減少に伴う退職給付費用の増 △約 215 億円

（20年度△36億円、21年度△49億円、22年度△35 億円、23 年度△42 億円、24 年度△53 億円） 

見直し内容 繰越欠損金の解消を図るため、厚生年金基金制度の見直しに関する法改正を踏まえ、国への代行返上及び新たな企業

年金制度への移行を速やかに実現するとともに、更なる収入確保・支出削減対策に取り組む。  

運営費交付金債務残高 （単位：百万円） 548 509 654 442 

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） 41,978 30,469 30,947 24,688 (見込み) － (見込み) － 
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見直しに伴う行政サービス実施コ 現在、検証中 

ストの改善内容及び改善見込み額 

中期目標の達成状況 

（業務運営の効率化に関する事項

等）(平成 24 年度実績) 

・業務運営の効率化については、中期目標期間中は、毎年度評価は「Ａ」であった。 

・機構の組織運営体制の見直しについては、機構本部に設置している経営改善推進会議や個別病院協議等による本部の経

営指導・支援体制の強化に取り組むとともに、医師不足への対応や医療機器の共同購入等を進めた。また、各労災病院

が計画した経営目標の進捗状況についても、本部が適宜フォローアップ等を行い、理事長自らが個別に病院長と協議す

るなど、業務運営の効率化に向けて、本部のガバナンスを発揮し、着実に成果をあげている。 

・一般管理費（退職手当を除く。）及び事業費（労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを

除く。）の削減については、平成 20年度を起点として、一般管理費については毎年度３％程度削減し、５年間で 15％

を、事業費については毎年度２％程度を削減し、５年間で 10％に相当する額をそれぞれ削減することが目標となって

いるが、人件費の削減、随意契約の見直し等による調達コストの削減、「独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針」

（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づく、産業保健推進センターの段階的集約化等に取り組んだ結果、平成 24 年度

においては、平成 20 年度に比べ、一般管理費は 12.1％削減、事業費は 42.5％削減するなど、効率化が図られ、着実に

取組が進んでいる。 

・また、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの総支出に占める運営費交付金の割合は、診療収入の

増等による自己収入の確保に努めつつ、事業費等の削減に取り組んだ結果、平成 20 年度の水準を維持し、中期計画に

沿った着実な成果を上げた。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 労災病院の運営 

・全国に 30 の労災病院を有し、労災病院ネットワークを形成。 

・労災疾病等に関する予防から治療、リハビリテーション、職場復帰に至る一貫した高度・専門的医療の提供。 

事務及び事業の概要 ・労災病院の運営、施設整備は、全て自前収入（医業収入）により賄われ、交付金、補助金は交付されていない。 

※ 平成 16 年 3 月の「労災病院の再編計画」により、労災病院機能の再編強化を図り、再編の対象外となる労

災病院を廃止又は統合。（5病院を廃止、4病院を 2病院に統合） 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 268,548 275,527 285,690 286,553 未確定 

国からの財政支出額 － － － － 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 13,453 人 13,859 人 14,140 人 14,981 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 2,998 人 3,169 人 3,215 人 3,342 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

・燕労災病院（新潟県燕市）の再編 

 「県央基幹病院基本構想策定委員会」

市町村長・医療合同会議」の結論を受

（「救命救急センター及び併設病院等のあり方検討会議及び第 11回知事・

け設置）における検討状況を踏まえつつ、燕労災病院の再編について検討

を行う。 

・新潟県央医療圏の病院再編に貢献するため。 

なお、「救命救急センター及び併設病院等のあり方検討会議及び第 11回知事・市町村 （平成長・医療合同会議」

25 年 2 月 4 日）において、以下の結論が取りまとめられている。  

上記措置を講ずる理由 ・救命救急センターを併設した県央基幹病院の整備に向け、燕労災病院と厚生連三条総合病院を統合再編する 

こと  

・県央基幹病院の整備・運営形態は、「公設民営」とすること 

行政サービス実施コストに与える影響 ・今後の検討過程において検証 

（改善に資する事項） 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 労災疾病研究（労災疾病研究センターの運営等） 

事務及び事業の概要 

・従来から発生している職業由来の労災疾病（じん肺、振動病等）や、産業構造・職場環境等の変化に伴い勤労

者の新たな健康問題として社会問題化している疾病（アスベスト、メンタルヘルス等）の 13 分野について、高度・

専門的医療、モデル医療・モデル予防法の研究・開発を行い、その普及を行う（13センター）。 

・労災病院グループのネットワークを通じて、労災疾病等の臨床データ、「職歴調査票」による職歴と疾病に関す

るデータ等の収集を行い、これらを活用した研究を行っている。 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 762 612 619 618 未確定 

国からの財政支出額 762 612 619 618 未確定 

事務及び事業に係る職員数 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 

常勤 (注) 0 人 0 人 0 人 0 人 未確定 

非常勤 (注) 0 人 0 人 0 人 0 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

・労災疾病等に係る研究開発の推進 

 現在の 13 分野研究について見直しを行うとともに、研究支援体制の整備（研究データ収集を行う事務補助スタ 

ッフの確保等）、病職歴データベースの整備・活用等により、研究開発の推進を図る。  

上記措置を講ずる理由

・現在の 13 分野研究について、現在の政策課題等を的確に反映させるため、必要な見直しを行う。 

・また、研究データの収集等を行う補助者を確保し、研究を行う医師の負担を軽減することにより、研究開発の

推進を図る。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
・現在、検証中 

（注）労災疾病研究（労災疾病研究センターの運営等）に係る全職員（常勤・非常勤）は、労災病院の運営との兼務である。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 予防医療等事業〔過労死予防等の推進（勤労者予防医療センターの運営）〕 

・就業環境等の変化に伴い増加が懸念されている過重労働による健康障害や勤労者のメンタルヘルス不調の予防

事務及び事業の概要 
対策を推進するため、勤労者予防医療センター（９箇所）を設置。 

・作業関連疾患の発症の予防及び増悪の防止に関する労働者に対する健康相談及び指導、作業態様と疾病の発症

との因果関係及び当該疾病の増悪の防止に関する情報の収集並びに予防医療に関する効果的な指導方法等の調査

研究等を実施。 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 902 896 882 785 未確定 

国からの財政支出額 832 823 813 719 未確定 

事務及び事業に係る職員数 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 

常勤 54 人 54 人 54 人 54 人 未確定 

非常勤 8 人 9 人 9 人 12 人 未確定 

・ 両立支援・職場復帰支援／労働者の健康支援に係る研究の取組 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

 産業保健支援の枠組みと相まって医療を提供する労災病院グループの特徴を活かし、がんや脳卒中等の患

対して、労災疾病研究で得た知見を活用して、職場復帰や治療と就労の両立支援に向けた取組を行う。  

また、就労年齢の延長に伴い、基礎疾患を有する労働者が増加するなかで、作業と関連した疾患増悪リス

者に 

ク、 

就労を視野においた支援や治療方針の選択等について、事業場と病院でデータを収集し、解析する。 

 人口・疾病構成や産業構造、就業構造が変化する中で労働者が健康を管理しつつ就労を継続することの重要性

上記措置を講ずる理由
が高まっており、従来から行っていた過労死予防対策等の予防医療だけでなく、労働者の早期職場復帰や治療と

就労の両立支援を行うことが政策医療の観点からも重要となってきている。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
・現在、検証中 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 
予防医療等事業〔産業保健関係者に対する研修・相談及び産業保健に関する情報の提供（産業保健推進センター

の運営）〕  

・労働者 50 人以上の事業者には、労働安全衛生法により、産業医による産業保健活動が義務づけられている。 

・このため、地域の医師会等関係団体と連携し、産業医、産業保健スタッフ等がその職務を履行する上で必要な

事務及び事業の概要 専門的かつ実践的な知識を付与する研修等を行っている。 

※ 平成 24 年度末までに 32か所の集約化を実施済み（平成 24年度末：15 か所） 

・小規模事業場産業保健活動支援促進助成金の支給等を実施。 (平成 24年度末で終了） 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 3,074 2,854 2,602 1,858 未確定 

国からの財政支出額 3,061 2,841 2,592 1,852 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 150 人 136 人 115 人 91 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 103 人 104 人 116 人 130 人 未確定 

・産業保健三事業一元化による産業保健支援の充実・強化 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 産業保健三事業【産業保健推進センター事業（事業主体：労働者健康福祉機構）、地域産業保健事業（事業主体：

（又は見直しの方向性） 国（委託）、メンタルヘルス対策支援事業（事業主体：国（委託）】を一元化することにより、三事業を有機的に

連動させ、事業場の産業保健活動への支援を効果的・効率的に行う。 

○ 「産業保健を支援する事業の在り方に関する検討会報告書」（平成 25年 6 月）において、以下のとおり提言

された。 

・ 産業保健推進センター事業、地域産業保健事業及びメンタルヘルス対策支援事業を一元化し、心とから 

上記措置を講ずる理由
 だの一元的相談などを、ワンストップサービスとして支援を提供すべきであること 

・ 一元化後の事業は独立行政法人労働者健康福祉機構が実施主体となり、医師会が専門性を生かして積極的 

 に関与して事業を実施する体制とするべきであること 

・ 事業の管理部門について効率化しつつ、各都道府県に事業実施の拠点を設置して、必要な人員・機能を確 

保すべきであること 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
・現在、検証中 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 被災労働者の社会復帰支援事業等（医療リハビリテーションセンターの運営） 

・労働災害等による四肢、脊椎の障害、頭部外傷等による中枢神経麻痺などの障害を被った勤労者に対し、高度

かつ専門的な医療水準の治療及び医学的リハビリテーションを行うため、医療リハビリテーションセンター（１

箇所）を設置。 

事務及び事業の概要 
・病気やけがの機能障害レベル、生活様式・職業・家庭状況などを総合的に判断し、治療プログラムを作成する

などにより、言語聴覚士（ST)、医療ソーシャルワーカー（MSW)など専門のリハビリテーションスタッフが対応。

また、生活支援機器等の開発も実施している。 

・隣接する職業リハビリテーションセンター（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が運営）との連携のもとに、

職場・自宅復帰を図る。 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 1,889 1,831 1,860 1,780 未確定 

国からの財政支出額 54 33 149 97 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 116 人 116 人 116 人 116 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 33 人 34 人 33 人 34 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 ・四肢、脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に係る高度・専門的な医療を提供し、更に地域との連携を密にして、今

（又は見直しの方向性） 後においても、医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者を（８０％以上）確保する。（具体的数値は検討中） 

上記措置を講ずる理由
・四肢、脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に対する職業・社会復帰を支援する。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
・現在、検証中 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 被災労働者の社会復帰支援事業等（総合せき損センターの運営） 

・労働災害等による外傷により脊椎、脊髄に重度の障害を被った勤労者に対し、受傷直後から一貫したチーム医 

事務及び事業の概要 
療を実施するとともに、高度かつ専門的な医療水準の治療及び医学的リハビリテーションを行い、早期の職場・ 

自宅復帰を図るため、総合せき損センター（１箇所）を設置。 

・麻痺を克服し、生活自立を目指すため、治療からリハビリテーション、さらに重度障害者の支援機器等の開発 

を行うなど総合的な脊髄損傷の専門施設。 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 2,754 4,607 5,124 5,350 未確定 

国からの財政支出額 220 1,991 2,470 2,660 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 133 人 133 人 133 人 141 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 40 人 34 人 34 人 36 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

・外傷による脊椎、脊髄障害患者に係る高度・専門的な医療を提供し、更に地域との連携を密にして、今後にお 

いても、医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者を（８０％以上）確保する。（具体的数値は検討中）  

上記措置を講ずる理由
・外傷による脊椎、脊髄障害患者に対する職業・社会復帰を支援する。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
・現在、検証中 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 被災労働者の社会復帰支援事業等（労災リハビリテーション作業所の運営） 

・労働災害により外傷性せき髄損傷の障害を受けた者や両下肢に重度の障害を受けた者で、自立更生しようとし

事務及び事業の概要 ている者を宿舎に受け入れ、健康管理や生活指導を行い各種の勤労作業に従事させて、その自立更生を支援する

ため、労災リハビリテーション作業所を設置。 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 592 555 459 356 未確定 

国からの財政支出額 523 503 418 340 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 29 人 28 人 24 人 18 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 28 人 22 人 13 人 14 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

・労災リハビリテーション作業所の完全廃止 

 在所者の退所先の確保を図りつつ、施設（平成 24 年度末：3施設）の廃止に取り組み、平成 27 年度末までに全

施設を廃止する。 

① 独立行政法人労働者健康福祉機構の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性

 (平成 19年 12 月 21 日付け政委第 29号)(抄) 

６ 労災リハビリテーション作業所業務の廃止 

 労災リハビリテーション作業所は、労働災害により、外傷性せき髄損傷等の障害を被った労働者を社会復 

帰させるための施設であるが、新規入所者数の減少、在所者の長期滞留化・高齢化が進んでおり、社会復帰 

上記措置を講ずる理由 までの通過型施設としての機能の発揮が困難になっていることから、在所者の退所先の確保を図りつつ、縮 

小廃止するものとする。 

② 独立行政法人整理合理化計画(平成 19年 12 月 24 日閣議決定) (抄)

○ 労災リハビリテーション作業所は、在所者の退所先の確保を図りつつ、縮小廃止する。

③ 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針(平成 22 年 12 月 7 日閣議決定) (抄)

○ 労災リハビリテーション作業所は、現入居者の退所先を確保しつつ順次廃止する。（23 年度から実施）

行政サービス実施コストに与える影響 ・労災リハビリテーション作業所の完全廃止による支出予算額の削減 

（改善に資する事項） 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 被災労働者の社会復帰支援事業等（納骨堂の運営） 

・労働災害により殉職された方々を慰霊するため建立されたもの（１ヶ所)でその運営を行う。 

事務及び事業の概要 ・開堂以来、毎年秋に各都道府県の遺族代表をはじめ政財界、労働団体の代表等の参列の下、産業殉職者合祀慰

霊式を実施。 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 306 203 74 48 未確定 

国からの財政支出額 292 187 58 36 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 2 人 2 人 2 人 2 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 0 人 0 人 0 人 0 人 未確定 

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 ・遺族等に対する満足度調査の結果を踏まえつつ、納骨堂の運営、産業殉職者合祀慰霊式の開催について改善を

（又は見直しの方向性） 行う。 

上記措置を講ずる理由
・産業災害殉職者の慰霊の場にふさわしい環境整備を行い、利用者の満足度の向上を図る。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） ・現在、検証中 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 未払賃金立替払事業 

・「賃金の支払の確保等に関する法律」に基づき、労働基準監督署や破産管財人等によって確認・証明された未払

事務及び事業の概要 
賃金の立替払請求について、支払事務を行うとともに、立替払により代位取得した賃金債権の求償事務を行って

いる。 

・立替払の原資は、国からの補助金の形で交付され、その全額が立替払に充てられている。 

事務及び事業に係る予算額 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

（単位：百万円） 支出予算額 26,720 27,369 32,715 26,243 未確定 

国からの財政支出額 20,370 19,450 22,815 18,701 未確定 

事務及び事業に係る職員数 常勤 15 人 15 人 14 人 14 人 未確定 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 非常勤 0 人 10 人 10 人 10 人 未確定 

① 立替払の迅速化

審査を適正に行うとともに、効率化を図ること等により、請求書の受付日から支払日までの期間について、

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） ②

今後においても、迅速な支払に努める。 

立替払金の求償

代位取得した賃金債権について適切な債権管理及び求償を行い、今後においても、破産財団からの配当等に

ついて確実な回収を行う。 

・未払賃金の立替払制度は、企業が倒産したために賃金が支払われないまま退職した労働者とその家族の生活の

上記措置を講ずる理由
安定を図るためのセーフティネットであり、迅速な支払が必要である。 

・また、立替払金の確実な回収により、国からの財政支出額（未払賃金立替払事業費補助金）を抑制する。 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） ・立替払金の確実な回収により、国からの財政支出額（未払賃金立替払事業費補助金）を抑制 
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Ⅲ．組織の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 組織体制の整備 

労働者健康福祉機構の政策的機能の充実・強化 優秀な人材の確保、育成 

組織の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

「すべての労働者が安心して働ける社会の実現」のた 質の高い医療の提供及び安定した運営基盤を構築するた

め、①事業場における疾病予防を含めた労働者の健康確 め、優秀な人材（特に医師）の確保、定着、育成について

保への支援（産業保健・予防医療）、②疾病への適切な 充実・強化を図る（大学への働きかけ、公募医師の活用、

治療の提供（労災医療）、③円滑な職場復帰や治療と就 医療機器等の整備、研究体制の整備、看護師の養成、労務・

労の両立支援（職場復帰支援・両立支援）の各分野にお 福利の整備等）。  

いて、適切なサービスが提供可能な体制を構築し、労働
上記措置を講ずる理由 

者の業務上疾病等に係る予防・治療・職場復帰を一貫し

て実施する。  

 併せて、労災病院においては、各病院の特性を活かし

つつ、地域の実情に応じた効果的かつ効率的な医療サー

ビスを提供することにより、地域医療に貢献していく。 
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Ⅳ．運営の効率化及び自律化の見直しに係る当初案整理表 

法人名 独立行政法人労働者健康福祉機構 府省名 厚生労働省 

見直し項目 業務運営の効率化・財務内容の改善 

厚生年金基金の見直し等 本部事務所の移転 個別病院単位での財務関係 国立病院機構との連携の推

運営の効率化及び自律化 書類の作成 進 

の見直しに係る具体的措置 

（又は見直しの方向性） 

繰越欠損金の解消を図るた 本部事務所の移転を図り、 個別病院毎の財務状態及び 両法人間の連携（医薬品や

め、厚生年金基金制度の見 経費の削減を行う。 運営状況を体系的・統一的 医療機器等の共同購入、治

直しに関する法改正を踏ま に捉えるため、個別病院単 験の共同実施等）をより推

え、国への代行返上及び新 位で財務関係書類を作成 進し、業務運営の効率化・

たな企業年金制度への移行 し、ガバナンス機能の向上 財務内容の改善を図る。 

を速やかに実現するととも を図る。  
上記措置を講ずる理由 に、更なる収入確保・支出

削減対策に取り組む。 

25



【労働者健康福祉機構の事務・事業】厚生労働省 政策体系における位置づけ 

基本目標Ⅲ ディーセントワークの実現に向けて、労働者が安心して快適に働くことの
       できる環境を整備すること 

施策大目標３ 労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社会復帰の 
        促進等を図ること 

３－２ 被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること 

○ 労災病院の運営 
 

○ 労災疾病研究（労災疾病研究センターの運営等） 
 

○ 予防医療等事業   
  ・ 過労死予防等の推進（勤労者予防医療センターの運営） 
  ・ 産業保健関係者に対する研修・相談及び産業保健に関する情報の提供（産業保健推進 
   センターの運営） 
 

○ 被災労働者の社会復帰支援等事業 
  ・ 医療リハビリテーションセンターの運営 
  ・ 総合せき損センターの運営 
  ・ 労災リハビリテーションセンターの運営 
  ・ 納骨堂の運営 
 

○ 未払賃金立替払事業 
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Ⅴ 前回の「勧告の方向性」における主な指摘事項の措置状況（平成 25年８月現在） 

厚生労働省所管 

整理 

番号 
法人名 （注１） 「勧告の方向性」における主な指摘事項 措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置） （注２） 

１ 労働者健康福祉機 個々の労災病院の政策医療に係る機能・地域医療事情、

構（19） 経営状況等について総合的検証を行い、個別病院ごとの医

個々の労災病院ごとに、次期中期目標期間の開始後２年程 療提供体制等を明らかにするとともに、平成 24年 3 月に、

度を目途に、政策医療と地域医療事情及び経営状況等を総 その検証結果を労働者健康福祉機構 HPで公表した。 

合的に検証し、結果の公表、必要な措置を実施。近隣に労  また、「国立病院・労災病院等の在り方を考える検討会報

災病院、国立病院等がある場合は、診療連携等の検討。次 ① 告書」（平成 24 年 2 月 15 日）を踏まえ、両法人間の連携（医

期中期目標期間終了時までに、病院配置の再編成を含む総 薬品や医療機器の共同購入、治験の共同実施等）に取り組

合的な検討 んだ。 

 なお、上記報告書において、個別病院の再編は、地域医

療の中での役割等を踏まえて慎重に検討すべきである旨の

指摘を受けている。  

繰越欠損金の解消に向けて、計画的な収益確保、費用の

縮減を図るため、上位施設基準の取得等による収入確保や、

繰越欠損金の解消に向けた抜本的な改革を検討し、投資の

効率化、人件費の削減その他の必要な措置を講ずることに

医療機器の共同購入等による費用の縮減に取り組んでい

る。 
より、平成 20 年度に収支相償させるとともに、平成 28 年

度までを目途に繰越欠損金を解消する。 
② 併せて、平成 22 年 7 月には平均 2.5％の俸給月額引下げ

となる給与改定を実施し、平成 23年 4 月から健康保険料の

労使折半を実施するなど、人件費の抑制に取り組んでいる。 

さらに、平成 28年度までを目途に繰越欠損金を解消する

ため、厚生年金基金制度の見直しに関する法改正を踏まえ、
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国への代行返上及び新たな企業年金制度への移行を速やか

に実現するとともに、更なる収入確保・支出削減対策に取

り組むこととしている。  

労災疾病研究センターの研究体制について、診療実績や労

災患者数、専門医等研究スタッフの配置状況等を勘案した

集約化 

①

平成 21 年度において、13 分野 19 テーマを選定し、各研

究センターが有する臨床研究機能を維持しながら、管理部

門を本部に集約化するなど、研究体制の見直しを行った。 

海外勤務健康管理センター、労災リハビリテーション工

学センター、労災リハビリテーション作業所業務の廃止 
①

海外勤務健康管理センター、労災リハビリテーション工

学センターについては、平成 21 年度末をもって廃止した。 

労災リハビリテーション作業所については、在所者の退

所先の確保を図りつつ、施設（平成 24 年度末：3 施設）の

廃止に取り組み、平成 27年度末までに全施設を廃止する。 

産業保健推進センター業務の集約化及び効率化 
①

産業保健推進センターの統廃合（ブロック化）を段階的

に進め集約化を図り、平成 24年度末において、推進センタ

ー15所、連絡事務所 32所とした。 

また、小規模事業場産業保健活動支援促進助成金事業及

び自発的健康診断受診支援助成金事業を平成22年度末で廃

止した。 

労働安全衛生総合研究所との統合 
③ 

「独立行政法人の抜本的な見直し」（平成 21 年 12 月 25

日閣議決定）により、労働安全衛生総合研究所との統合は

凍結となった。  

（注１）「法人名」欄における括弧書きの数字は、見直し実施年度を示す。 

（注２）措置状況には、具体的措置内容や措置時期を記載する。未措置の場合には、その理由を記載する。 
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Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表（案） 

法人名 （独）年金・健康保険福祉施設整理機構（H26.4 以降（独）地 府省名 厚生労働省 

域医療機能推進機構） 

平成１７年１０月 発足 
沿 革 

平成２６年４月 （独）地域医療機能推進機構に改組（予定） 

中期目標期間 第１期：平成１７年１０月１日から平成２６年３月３１日まで 

役員数及び職員数 役員数（うち、監事の人数） 職員の実員数 

（平成25年１月１日現在） 法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 常勤職員 非常勤職員 

※括弧書きで監事の数を記載。 
４人（２人） １人（０人） ３人（２人） ２４人 ８人 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成26年度(要求)

国からの財 一般会計 0 0 0 0 0 0 

政支出額の 特別会計 0 0 0 0 0 0 

推移 計 0 0 0 0 0 0 

うち運営費交付金 0 0 0 0 0 0 
（単位：百万円） 

うち施設整備費等補助金 0 0 0 0 0 0 

うちその他の補助金等 0 0 0 0 0 0 

 うち政府出資金 0 0 0 0 0 0 

支出予算額の推移 （単位：百万円） 100,444 104,238 25,472 28,737 34,321 未定 

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 87,108 110,630 111,092 112,229 

（単位：百万円） 発生要因 年金福祉施設等の譲渡収入、運営委託契約解除に伴う施設委託先の特別会計清算金によるところが大きい。 

見直し内容 特に見直しは行っていない。 

運営費交付金債務残高 （単位：百万円） － － － － 

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） 8,903 17,889 14,763 1,139 (見込み) 13,433 (見込み) 未定 

見直しに伴う行政サービス実施コ ― 

ストの改善内容及び改善見込み額 
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中期目標の達成状況 ・中期目標にて、「一般管理費（人件費除く）については、中期目標期間の最終の事業年度において、対平成 17 年度比 18％以上の額を節減

（業務運営の効率化に関する事項 すること。」となっているが、一般管理費（人件費除く）は、平成 24 年度末時点において、対平成 17 年度比 60％の額の節減となっている。 

等）(平成 24 年度実績) 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

法人名 
（独）年金・健康保険福祉施設整理機構（H26.4 以降（独）

地域医療機能推進機構） 

府省名 厚生労働省 

事務及び事業名 診療事業等 

事務及び事業の概要 病院や介護老人保健施設等を運営し、地域に必要な医療及び介護を提供する機能を確保する。 

（主務省の政策体系における当該事務及び事業

の位置付けを図式化した資料を添付） 

事務及び事業に係る予算額 

（単位：百万円） 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度（要求） 

支出予算額 － － － － 未定 

国からの財政支出額 － － － － ０ 

事務及び事業に係る職員数 

（各年１月１日現在。ただし、25年度は4月１日現在。） 

常勤 － － － － ‐ 

非常勤 － － － － ‐ 

○ 各病院及び老健施設の強みを活かして全国規模のグループとして「急性期医療～回復期リハビリ～介護」を

含むシームレスなサービスを提供し、地域医療・介護の確保に取り組む。 

・地域での取組が十分でない分野について積極的に補完 

・地域医療支援機能の体制整備（地域の医療機関との連携、地域の医療従事者に対する教育、地域医療に係る

事務及び事業の見直しに係る具体的措置 情報発信等） 

（又は見直しの方向性） ・５事業（救急事業、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）やリハビリテーションの実施 

○ 約半数の病院に老健施設が附属しているという特色を踏まえて、複合的なサービスが一体的に提供される拠

点として地域包括ケアの推進に取り組む。 

○ 平成２６年４月に改組により発足する予定の（独）地域医療機能推進機構は、病院や介護老人保健施設を運

営し、５事業・リハビリテーションその他地域に必要とされる医療及び介護を提供する機能を確保することを

上記措置を講ずる理由
目的とされている。 

○ 各病院等はこれまでそれぞれの地域で強みを活かしてきたが、今後は全国規模のグループとして、各地域の

他の医療機関等とも連携しながら、機構の目的に取り組んでいくこととなる。 
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― 

行政サービス実施コストに与える影響 

（改善に資する事項） 
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Ⅲ．組織の見直しに係る当初案整理表 

法人名 
（独）年金・健康保険福祉施設整理機構（H26.4 以降（独）

地域医療機能推進機構） 

府省名 厚生労働省 

見直し項目 法人形態の見直し 支部・事業所等の見直し 組織体制の整備 非公務員化 

独立行政法人として業務を 改組に伴いサテライトオフ 来年４月以降、機構の病院 当初から職員は非公務員で

行う。 ィスは廃止の予定である。 間で人事異動を行うなど、 ある。 

また、新機構においては本 機構内で適切な人員配置を

部と病院が連携し、内部統 実現していく。 
組織の見直しに係る具体的措置 制の確立した組織運営を行

（又は見直しの方向性） う。 

平成２３年６月に成立した これまで委託先団体ごとに これまで病院運営について

独立行政法人年金・健康保 異なった病院の運営を行っ は委託先団体に委託してい

険福祉施設整理機構法の一 ていたが、来年４月以降、 たが、来年４月以降、地域

部を改正する法律（議員立 地域医療機能推進機構が直 医療機能推進機構が直営す

法）により、病院等の年金 営することとなるため、一 ることとなる。全国規模の

福祉施設等の譲渡を目的と 元的な規程等に基づく内部 グループとしてスケールメ

上記措置を講ずる理由 する（独）年金・健康保険 統制の確立した運営が求め リットを活かしていく必要

福祉施設整理機構は、病院 られるため。 がある。 

等の運営を目的とする（独）

地域医療機能推進機構へ改

組することとされている。 
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Ⅳ．運営の効率化及び自律化の見直しに係る当初案整理表 

法人名 
（独）年金・健康保険福祉施設整理機構（H26.4 以降（独）

地域医療機能推進機構） 

府省名 厚生労働省 

見直し項目 業務運営体制の整備 随意契約の見直し 給与水準の適正化 保有資産の見直し 

経営指導など病院運営につ 「独立行政法人における随 来年４月以降、約２万人の 遊休資産は本年度末までに

いて機構本部が積極的に関 意契約の適正化の推進につ 職員を有することとなる 売却を行った上で、新機構

与する。 いて（依頼）」（平成１９年 が、病院事業を行う独法と においては保有する資産

１１月１５日総務省事務連 してふさわしい給与水準と （土地・建物）を適正かつ
運営の効率化及び自律化 

絡）に基づき、随意契約の する。 効率的に運用管理する。 
の見直しに係る具体的措置 

適正化を図る。 
（又は見直しの方向性） 

これまで運営を委託してい 一般競争、公募・企画競争 これまで運営を委託してい 病院を直轄運営する独立行

た病院等について、来年４ など、競争性のある契約形 た病院等について、来年４ 政法人として、不要な資産

月以降、地域医療機能推進 態への移行に際し、契約の 月以降、地域医療機能推進 は売却等を行った上で、資

機構が直営することとな 内容に応じて適切な手続を 機構が直営することとな 産管理を適切に行う必要が

り、全国規模のグループと 行う必要がある。 り、国民の理解を得られる ある。 

して病院を運営していく。 給与水準としていく必要が

上記措置を講ずる理由 ある。 
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法人名 
（独）年金・健康保険福祉施設整理機構（H26.4 以降（独）

地域医療機能推進機構） 

府省名 厚生労働省 

見直し項目 自己収入の増大 官民競争入札等の導入 

・地域に必要な医療及び介 売買、賃借、請負その他の

護の実施による収入の確 契約の内容に応じて、官民

保。 競争入札等を導入する。 

・職員の適正配置及び共同
運営の効率化及び自律化 

入札等の実施による効率的
の見直しに係る具体的措置 

な運営の実施。 
（又は見直しの方向性） 

これまで運営を委託してい 独立行政法人が行う契約に

た病院等について、来年４ 関し、競争入札を実施する

月以降、地域医療機能推進 など、品質の向上、費用の

機構が直営することとな 縮減等に配慮するととも

り、全国規模のグループと に、契約過程の透明性及び

してスケールメリットなど 効率性を図るため。 

上記措置を講ずる理由 を活かしていく必要があ

る。 
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